様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2023年　　12月　15日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　とうほくでんりょく  
一般事業主の氏名又は名称    東北電力株式会社　　
（ふりがな）ひぐち　こうじろう　　　　                 
（法人の場合）代表者の氏名　樋口　康二郎　※樋口の「樋」は、一点しんにょう  印   
住所　〒980-8550　宮城県仙台市青葉区本町一丁目７番１号

法人番号　4370001011311　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	東北電力グループ中長期ビジョン


	公表日
	2020年　　2月　　27日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	プレスリリース・当社ホームページにて公表
https://www.tohoku-epco.co.jp/pastnews/normal/1205982_1049.html　
https://www.tohoku-epco.co.jp/comp/keiei/vision/01vision.pdf　:p1、3　、7、16

	記載内容抜粋
	当社は、「東北発の新たな時代のスマート社会の実現に貢献し、社会の持続的発展とともに成長する企業グループ」を2030年代の「ありたい姿」とし、東北電力グループ中長期ビジョンを策定しています。
このうち、当社では、基盤事業である「電力供給事業」における発電・卸売事業と「スマート社会実現事業」に取り組んでいます。
■東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうnext」:p1
2016年4月の電力の小売全面自由化による競争激化、2020年4月の送配電部門の分社化に加えて、再生可能エネルギーの導入拡大やデジタル化に伴う電力需給構造の変化など、東北電力グループを取り巻く事業環境は大きな転換点を迎えています。
(中略)
変化の激しい時代においては、自らが変革を推し進め、主体的に挑戦していかなければ、今後も、東北電力グループが存在意義を果たし続け、社会とともに持続的成長を実現することはできません。
このような強い危機感のもと、私たち東北電力グループは、「東北発の新たな時代のスマート社会の実現に貢献し、社会の持続的発展とともに成長する企業グループ」を2030年代のありたい姿とする「東北電力グループ中長期ビジョン」を策定しました。

■東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうnext」:p3
基盤事業の「電力供給事業」の構造改革を通じた徹底的な競争力強化により安定的に収益を確保するとともに、成長事業の「スマート社会実現事業」に挑戦し経営資源を戦略的に投入していくことで、自らのビジネスモデルを大きく転換させていく。特に、向こう5年間(2020～2024年度)は、「ビジネスモデル転換期」と位置づけ、ありたい姿の実現に向けた取り組みを推進し、2025～2030年度における成長の加速につなげる。

■東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうnext」:p7
スマート社会実現事業の展開にあたっては、当社グループの強みを最大限活かすとともに、デジタルイノベーションの積極的な推進と、幅広いパートナーとの連携・協働により、お客さまへの新たな価値をともに創造していく。

■東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうnext:p16
多様なワークスタイル、ICT環境整備、デジタルイノベーションの推進、業務の断捨離・社内ルールの見直し等により、働き方改革を加速し、生産性向上とワーク・ライフ・バランスの実現を両立する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方向性によって作成



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①	　 2023年度東北電力グループ中期計画の概要
②	　 東北電力グループ統合報告書2023
③	-1 東北電力グループDX推進方針
③	-2 東北電力グループDX推進の取り組み

	公表日
	①	　 2023年　　3月　　30日
②	　 2023年　　9月　　29日
③	-1 2023年　　9月　　22日
③	-2 2023年　　9月　　29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①	　 2023年度東北電力グループ中期計画の概要
https://www.tohoku-epco.co.jp/comp/keiei/vision/03vision_outline2023.pdf :p23
②	　 東北電力グループ統合報告書2023
https://www.tohoku-epco.co.jp/ir/report/integrated/pdf/tohoku_integrated2023_jp.pdf :p72
③	-1 東北電力グループDX推進方針
https://www.tohoku-epco.co.jp/news/normal/1237103_2558.html  
③	-2 東北電力グループDX推進の取り組み
https://www.tohoku-epco.co.jp/dx/ :
2．東北電力グループDX推進方針
3．変革に向けたDX施策の推進

	記載内容抜粋
	当社は、東北電力グループ中期計画等を策定しDXの推進に取り組んでいます。
このうち、当社では、基盤事業である「電力供給事業」における発電・卸売事業と「スマート社会実現事業」のDX推進に取り組んでいます。
■2023年度東北電力グループ中期計画の概要 ：p23
〇「よりそうnext」実現に向けた「全社DX推進」の強化
・全社DX推進を強化し、部門横断での業務変革や新たな事業モデル創出を加速 
・データに基づく意思決定・判断実施に向けたデータ活用の拡大とデータマネジメントの実施

■東北電力グループ統合報告書2023：p72
東北電力グループのDXは、デジタル技術やデータを活用して、ビジネスプロセスを変革し、新しい事業価値を創出していくことです。こうした考えの下、「東北電力グループDX推進方針」を策定しました。DXをグループ戦略として強力に推進するとともに、本方針に基づく目標達成に向けて、体制や取り組みを強化していきます。

■東北電力グループDX推進方針
当社は、東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうnext」の実現に向けた取り組みを加速するため、DX（デジタルトランスフォーメーション）推進の指針として「東北電力グループDX推進方針」を策定いたしました。
(中略)
デジタルの浸透する社会環境変化に適応し、お客さまに”よりそう”デジタルサービスを提供するとともに、地域社会の持続的な成長と発展に寄与できるよう、グループ全体でDX推進に取り組んでまいります。

■東北電力グループDX推進の取り組み
〇2．東北電力グループDX推進方針
1．デジタル技術とデータを活用しエネルギー事業の価値向上を実現する
2．お客さま視点の新たなビジネス創出とDX関連事業を強化する
3．一人ひとりがDXを自分事ととらえグループの成長と変革にチャレンジする

〇3．変革に向けたDX施策の推進
広大な東北・新潟地域において、ドローンやIoTの活用により電力設備管理の改革を進めるほか、AIを適用し業務の効率化・高度化を図ります。いつでもどこでもスマートに業務を推進し、エネルギー事業の価値を高めます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方向性によって作成



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	②	　 東北電力グループ統合報告書2023:p53
③	-2 東北電力グループDX推進の取り組み:
2．東北電力グループDX推進方針
5．DX人財戦略
7．DX推進体制

	記載内容抜粋
	■東北電力グループ統合報告書2023：p53
2021年11月、当社と東北大学は研究開発の連携拠点となる「共創研究所」を開設しました。2021年11月～2025年3月を設置期間とし、両者の密接な連携を通じて、研究成果や人的資源を最大限に活用し、カーボンニュートラルや、電力事業の競争力強化に向けたデジタルトランスフォーメーション(DX)などについて協力して取り組んでいきます。

■東北電力グループDX推進の取り組み
〇2．東北電力グループDX推進方針
●DX人財育成・変革マインド
・全社員のDXリテラシーを向上させアジャイル(※1)による協創とキャリア形成を図る
・地域や大学などの研究機関と連携しDX先端技術を獲得する
・グループ全体でイノベーションを生み続ける企業風土を醸成する
※1:アジャイル:短い期間で開発プロセスを何度も反復して、リスクを最小化しようとする開発手法の一つ

〇5．DX人財戦略 
グループの全従業員がDX推進に主体的に取り組み、挑戦し続ける企業マインドを醸成するため、求める人財像を設定し、役割に合わせた研修を実施していきます。
＜東北電力グループDX人財像＞
デジタル技術とデータで、事業運営に新しい価値を創造し、変革に果敢に挑戦する人財

〇7．DX推進体制
東北電力グループDX推進方針に基づく各施策を機動的に進めるため、経営と直結した推進体制により、グループ一体となって取り組みます。
・経営層：東北電力グループDX推進方針決定、資源配分の決定
・DX推進に関する委員会：東北電力グループDX推進計画および重要施策の審議
・DX推進組織：戦略・企画、開発・推進、セキュリティ、データ分析をスクラム体制でアジャイルに施策を実施



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	③	-2 東北電力グループDX推進の取り組み:
2．東北電力グループDX推進方針
4. データ活用促進

	記載内容抜粋
	■東北電力グループDX推進の取り組み
〇2．東北電力グループDX推進方針
●デジタル技術・プラットフォーム
・レガシーシステム(※1)の刷新によりビジネスモデルを変革する
・AI等によるデータ分析・活用を拡大し意思決定・判断の迅速化を図る
・DXプラットフォーム(※2)を整備しDX推進を加速化する
※1: レガシーシステム:経年により複雑化やブラックボックス化したシステム
※2: DXプラットフォーム:東北電力グループがDX推進のために共通的に利用するシステム

〇4.データ活用促進
グループ大でデータの適切な利活用を促進するため、DXプラットフォームとデータガバナンス/マネジメントルールの整備を進めています。また、BIツール理解のためのハンズオンの開催やDXポータルサイトに活用事例を掲載するなど、利用啓発にも注力しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	東北電力グループDX推進の取り組み

	公表日
	2023年　　9月　　29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	東北電力からのお知らせ・当社ホームページにて公表
https://www.tohoku-epco.co.jp/dx/ :
6．DX推進目標

	記載内容抜粋
	当社は、東北電力グループDX推進方針において推進目標を設定し、DXの推進に取り組んでいます。
このうち、当社では、基盤事業である「電力供給事業」における発電・卸売事業と「スマート社会実現事業」のDX施策の展開や人財育成における指標を設定し取り組んでいます。

■東北電力グループDX推進の取り組み
〇6．DX推進目標
東北電力グループ全体でDX人財を育成し、エネルギー事業の価値向上施策を展開することで、収益拡大を実現します。

●事業価値向上：2025年度までに共通施策として30案件を部門・グループ横断で展開し、段階的に施策を拡充する。2030年度までには、全ての事業部門・グループ企業でエネルギー事業の高度化・価値向上が具体化されている。
●収益拡大：AIやスマートデバイスによる設備管理やデータ事業などの新たなビジネスをDXで加速し、2030年までにスマート社会実現事業全体で200億円(*)のキャッシュ利益実現を目指す。
*2023年度中期計画目標値
●人財育成：2025年度までに全社DX推進者20名、高度データアナリスト50名、部門DX推進者350名、DXリテラシー社員2,000名を育成する。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①	　 2021年　　10月　　28日
②	　 2022年　　 9月　　30日
③	　 2023年　　 9月　　29日

	発信方法
	①	　 東北電力グループ統合報告書2021
プレスリリース・当社ホームページにて公表https://www.tohoku-epco.co.jp/ir/report/integrated/pdf/tohoku_report2021_jp.pdf :p10  
②	　 東北電力グループ統合報告書2022
プレスリリース・当社ホームページにて公表
https://www.tohoku-epco.co.jp/ir/report/integrated/pdf/tohoku_integrated2022_jp.pdf :p11
③	　 東北電力グループ統合報告書2023
東北電力からのお知らせ・当社ホームページにて公表
https://www.tohoku-epco.co.jp/ir/report/integrated/pdf/tohoku_integrated2023_jp.pdf :p8

	発信内容
	当社は、自社の基盤事業である「電力供給事業」における発電・卸売事業と「スマート社会実現事業」を含む東北電力グループ全体の事業運営について、トップメッセージを発信しています。
■東北電力グループ統合報告書2021：p10
「スマート社会実現事業では、次世代のデジタル技術やイノベーションの活用等を通じて、例えば「最適な機器制御による省エネ・創エネ・畜エネ」などのエネルギーマネジメントをベースとしながら、「電気」と「各種サービス」をパッケージ化したプランを中心に、お客さまの、快適・安全・安心な暮らしにつながるサービスをご提供してまいります。」というトップメッセージを発信。

■東北電力グループ統合報告書2022：p11
「電力供給事業の構造改革を進めるとともに、スマート社会の実現に向けた事業へとビジネスモデルの転換に挑戦し、2030年代のありたい姿「東北初の新たな時代のスマート社会の実現に貢献し、社会の持続的発展とともに成長する企業グループ」を実現します。」というトップメッセージを発信。

■東北電力グループ統合報告書2023：p8
「企業価値向上の推進力として、事業の基盤となる人財の力やデジタルトランスフォーメーション(DX)も重視しています。中長期の事業戦略と連動した人財ポートフォリオを策定し、事業戦略遂行に必要な人員数やスキルに基づいた採用と育成を進めています。また、従業員一人ひとりがその能力を最大限発揮できるよう、ダイバーシティトップメッセージや健康経営宣言を発信し、心身の安全と健康維持・増進に取り組んでいるところです。さらに、日々発展しているデジタル技術や蓄積されたデータを「稼ぐ力」とすべく、DX推進方針の下、グループ横断的にビジネスプロセスを変革し、新しい事業価値を創出していきます。」というトップメッセージを発信。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2014年7月頃　～　継続中

	実施内容
	DX推進指標による自己分析を実施し、得られたフィードバックをもとに対応を検討。
※IPA公開のDX推進指標自己診断入力結果サイトを活用

副社長を委員長(社長が任命)とする「情報通信戦略委員会」において、経営戦略を見据えた政策的情報化投資、情報化投資の活用と基幹業務システムのあり方、全社・企業グループの部門横断での最適な情報システム化、情報セキュリティに関する重要事項、既存領域に係るデジタルイノベーションに関し審議を行っている。情報通信戦略委員会で審議した内容は、経営会議へ報告している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2018年　　10月頃　～ 継続実施中

	実施内容
	「東北電力企業グループ情報セキュリティ基本方針」に基づき、技術面・組織面の対策を行い、セキュリティ確保・向上に取り組んでいる。
サイバー攻撃に対応するため、コンピューターウィルス対策や不正アクセスの防止対策など、最新の知見を踏まえた技術的対策に取り組むとともに、セキュリティに関する危機管理体制、セキュリティ監視体制を整備している。
「東北電力企業グループ情報セキュリティ基本方針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/privacy/security.html 　
「東北電力グループ サステナビリティレポート 2023」
（72ページ　東北電力企業グループのセキュリティ確保・向上）
https://www.tohoku-epco.co.jp/ir/report/integrated/pdf/tohoku_sustainabilityreport2023_jp.pdf 



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

